
平 成 3 1 年 度 税 制 改 正 （ 租 税 特 別 措 置 ） 要 望 事 項 （ 延 長 ） 

（国土交通省 自動車局 貨物課） 

制 度 名 
中小企業者等が機械等を取得した場合の特別償却又は法人税額等の特
別控除（中小企業投資促進税制）の延長 

税 目 
所得税 
法人税 

要

望

の

内

容 

 
中小企業者の設備投資を促進するため、中小企業者が機械等を取得した場合の
特別償却制度又は税額控除制度の適用期限を２年間延長する。 
 
［特例内容］ 取得価額の３０％の特別償却又は７％の税額控除 
 
［対象設備］ 機械装置（１６０万円以上） 
        測定工具・検査工具（１２０万円以上） 
       ソフトウェア（７０万円以上） 
       貨物自動車（車両総重量３．５ｔ以上） 
       内航貨物船（基準取得価額：取得価額の７５％） 
 
 
 
 
 
 
 
 
租税特別措置法第 10 条の３ 
租税特別措置法施行令第 5条の 5 
租税特別措置法施行規則第 5条の 8 
租税特別措置法第 42 条の 6、第 52 条
の 2、第 68 条の 11 
租税特別措置法施行令第 27 条の 6、
第 30 条、第 39 条の 41 
租税特別措置法施行規則第 20 条の 3 

 平年度の減収見込額  ―   百万円 

(制度自体の減収額) 
 

(118,200 百万円
の内数) 

(改 正 増 減 収 額) 
 

(12,000 百万円の
 内数) 
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新

設

・

拡

充

又

は

延

長

を

必

要

と

す

る

理

由 

⑴ 政策目的 

国土交通省関係の中小企業者が生産性向上のための投資をしやすい環境を整
備することを通じて、質の高い物流サービスの提供や公共事業の確実な施行等
を確保し、国民生活の安定と我が国の経済活動の発展に資することを目的とす
る。 

 

⑵ 施策の必要性 

昨今の中小企業の業況は持ち直しつつあり、改善傾向にあるものの、景況感
は業種や地域によってばらつきが見られ、経済の先行きの不透明さから設備投
資に力強さが欠けているところである。大企業と比して財務基盤が脆弱な中小
企業においては、積極的な事業展開への意欲や技術力等を有していても、十分
な資金を充当できず機動的な設備投資等に遅れが生じる傾向がある。他方、中
小企業は我が国の雇用・産業創出の原動力であり、意欲ある中小企業の設備投
資を促進し、生産性の向上等を図っていくことが、我が国の経済の持続的な成
長のために重要な課題である。 

また、近年少子高齢化や人手不足、働き方改革への対応等、中小企業を取り
巻く厳しい事業環境を乗り越えるためにも、中小企業の設備投資を支援し、生
産性の向上を図ることが GDP600 兆円の目標の達成のためには不可欠。特にトラ
ック運送事業、内航海運事業等の国土交通関係事業者は物流や公共事業など、
重要な役割を担っており、その生産性向上等を図ることは、国民生活の安定及
び我が国の経済の発展という観点から喫緊の課題である。 

 

 

 

 

 

今

回

の

要

望

に

関

連

す

る

事

項 

合 

理 

性 

政 策 体 系 

に お け る 

政策目的の

位 置 付 け 

政策目標  9 市場環境の整備、産業の生産性向上、消費者利益 
の保護 

施策目標：32 建設市場の整備を推進する 
施策目標：35 自動車運送業の市場環境整備を推進する 
 
政策目標： 6 国際競争力、観光交流、広域・地域間連携等の確 

保・強化 
施策目標：19 海上物流基盤の強化等総合的な物流体系整備の推 

進、みなとの振興、安定的な国際海上輸送の確保 
を推進する 

政 策 の 

達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、国民生活の安定と我が国
の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 

【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
【内航船】 
・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

 

租税特別措

置の適用又

は延長期間 

 
 
平成 31 年 4 月 1 日～平成 33 年 3 月 31 日（2年間）まで 
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同上の期間

中 の 達 成 

目 標 

 
国土交通関係中小企業の生産性の向上等を図るため、以下の通
り、これら中小企業の設備投資を促進する。 
 
・営業トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

政策目標の

達 成 状 況 

 
【トラック】 

・全車種の新車登録台数は平成 10 年度と比較して大きく減少
し、近年は横ばいで推移している一方で、車両総重量３．５ｔ
超の営業用トラックの新車登録台数は対平成１０年度比１２
１．７％となっている。 
・いずれの年度も、営業用トラックは、全車種の対平成 10 年度
比を上回っている。 

 
【内航海運】 
内航船舶の代替建造隻数 
→代替建造隻数：年平均 87 隻（直近３カ年）となっている。 

 

  

10 年度 

 

25 年度  26 年度 

 

27 年度 28 年度 29 年度 

営業用 

トラック 

単位：台 

 

52,850 

(100.0) 

 

51,137 

(96.8) 

54,359 

(102.9) 

 

59,260 

(112.1) 

66,062 

(125.0) 

64,300 

(121.7) 

全車種 

単位：

千台 

 

4,234 

(100.0) 

 

3,451 

(81.5) 

3,143 

(74.2) 

 

3,145 

(74.3) 

3,378 

（79.8） 

3,359 

（79.3） 

有 

効 

性 

要 望 の 

措 置 の 

適用見込み 

 
（適用期間内における適用事業者数） 
平成 31 年度 71,733 の内数 
平成 32 年度 71,087 の内数 
※平成 28 年度「租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報
告書」、中小企業実態基本調査等より推計 
 

要望の措置

の効果見込

み(手段とし

ての有効性) 

 
本特例措置は、税額控除と特別償却の選択適用を可能として

いるが、これにより、事業者は設備投資初年度の税負担軽減に
よる資金繰りの緩和、償却費用の前倒しによる投下資金の早期
回収を図ることが可能となる。これらの施策は企業の資金繰り
にメリットを生じさせる効果があるため、我が国の物流を担う
トラック運送事業者及び内航海運事業者の事業の遂行に不可欠
な設備に関し、その設備更新の後押しとなり、生産性向上の促
進が図られる。 
 
加えて、本特例措置では、中小企業の投資を幅広く支援する

ため、ほぼ全ての業種を対象として、機械装置、測定工具・検
査工具、ソフトウエア、普通貨物自動車、内航船舶を取得する
場合（リースも含む）に適用を可能としている。 
また、本特例措置を利用して設備を導入した企業のうち、

「設備導入の決定に際し、本特例措置が影響した」と答えた企
業は約６割となっており、景気の先行きの不透明さ等から設備
投資を躊躇する傾向にある中小企業の設備投資を着実に後押し
している。 
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相 

当 

性 

当該要望項 

目以外の税

制上の支援

措 置 

 
中小企業者等が行う設備投資関連の他の税制としては、商

業・サービス業・農林水産業活性化税制、中小企業経営強化税
制がある。 
商業・サービス業・農林水産業活性化税制は、消費税の引き

上げも踏まえ、中小商業・サービス業の経営の安定化・活性化
の取組を支援することを目的としており、認定経営革新等支援
機関等による経営改善指導に基づき設備を取得した場合に利用
できる税制措置となっている。 
また、中小企業経営強化税制については、中小企業経営強化

法における「経営力向上計画」の認定を受け、生産性の高い設
備を導入した場合により効果の高い措置（即時償却等）を利用
できる税制となっている。 
 

予算上の 

措置等の 

要求内容 

及び金額 

 
― 
 
 
 

 

 
上記の予算 
上の措置等 
と要望項目
との関係 
 

 
 
― 
 
 

要望の措置 

の 妥 当 性 

本特例措置では、中小企業の投資を幅広く支援するため、ほ
ぼ全ての業種を対象として、機械装置、検査工具・測定工具、
ソフトウエア、普通貨物自動車、内航船舶を取得する場合（リ
ースも含む）に適用を可能としている。 

こ
れ
ま
で
の
租
税
特
別
措
置
の
適
用
実
績
と
効
果
に
関
連
す
る
事
項 

租税特別 

措 置 の  

適用実績 

 
【適用件数】 

平成 26 年度：61,538 件の内数 

平成 27 年度：63,342 件の内数 

平成 28 年度：73,705 件の内数 

 

【減収額】 

平成 26 年度：761 億円の内数 

平成 27 年度：825 億円の内数 

平成 28 年度：1,182 億円の内数 

 

【中小企業投資促進税制の利用業種】 

（出典）租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書 
 
 

 

租特透明化

法に基づく

適 用 実 態 

調 査 結 果 

①租税特別措置法の条項：第 42 条の６、第 68 条の 11 
②適用件数：（特別償却）38,939 件の内数 
      （税額控除）34,766 件の内数 
③適用額 ：（特別償却） 5,971 億円の内数 

         （税額控除）   275 億円の内数 
 

業種 農林水産業 鉱業 建設業 製造業 卸売業 小売業
割合（％） 3.9% 0.6% 21.2% 31.5% 8.1% 5.1%
業種 料理飲食旅館業 金融保険業 不動産業 運輸通信公益事業 サービス業 その他

割合（％） 0.7% 0.6% 0.7% 12.2% 14.6% 0.8%
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租税特別措

置の適用に

よ る 効 果 

(手段として 

の有効性) 

【トラック】 
税制措置による設備投資の押し上げ（下支え）効果の具体的

な数値としては、税制措置があることによって約６割の企業の
投資判断を後押しし、また、税制措置による税の減免（キャッ
シュフローの増加）分の使途としては、約７割が新たな設備や
人材育成等への再投資に回るとのアンケート結果がある。（ト
ラック事業者の意識調査（トラック協会によるアンケート）） 
 
【内航海運】 
内航海運業は、経営基盤の脆弱な中小企業が大宗を占め、老

朽化した船舶を更新するなどの新たな投資を行う意欲を有して
いても、十分な資金を確保できないために、これに踏み切れな
い者が多い。このような状況の下、意欲ある中小企業の設備投
資を後押しすることにより、生産性の向上及び経営の近代化・
合理化が図られている。 

前回要望時 

の達成目標 

 
国土交通関係中小企業者が生産性向上のための投資をしやす

い環境を整備することを通じて、質の高い物流サービスの提供
や公共事業の確実な施行等を確保し、もって国民生活の安定と
我が国の経済活動の発展を図る。 
具体的には、下記の指標を満たすことを目標とする。 

 
【トラック】 
・営業用トラックの新車登録台数 
対平成 10 年度比 100％以上又は全車種の対平成 10 年度比を上
回ること 
 
【内航船】 
・内航船舶の代替建造の促進 
年間代替建造隻数を 90 隻以上 
 

前回要望時 

からの達成

度及び目標

に達してい

ない場合の

理 由 

 
中小企業の業況は持ち直しつつあるが、直近では弱い動きが

みられており、売上高も伸び悩んでいる。また、円高の影響及
び世界経済リスク等を背景として、先行きは不透明な状況にあ
り、マクロベースでの設備投資対キャッシュフロー比率は減
少・横ばい傾向で、未だ積極的な設備投資までには至っていな
い状況。 
税制によるインセンティブ効果もあって、中小企業の設備投

資実施企業割合等は改善しているが、先行きが不透明な状況も
あり、設備投資の動向は不安定な状況にある。 
 

これまでの 

要 望 経 緯 

 
平成10年度 「総合経済対策」（平成10年４月）に伴う措置とし 

て創設 
平成11年度 １年間の延長及び対象設備等の拡充（普通貨物自

車：車両総重量８㌧以上→3.5㌧以上） 
平成12年度 １年間の延長（平成13年５月迄の適用期間の延長） 
平成13年度 10ヶ月の延長（平成14年３月迄の適用期間の延長） 
平成14年度 ２年間の延長（平成16年３月迄の適用期間の延 

長）、対象設備（機械・装置）の取得価額の引き下 
げ 

平成16年度 ２年間の延長（平成18年３月迄の適用期間の延
長）、対象設備（器具・備品）の取得価額の引き上
げ 

平成18年度 ２年間の延長（平成20年３月迄の適用期間の延
長）、一定のソフトウエアの追加、器具・備品の見
直し（デジタル複合機の追加） 

平成20年度 ２年間の延長（平成22年３月迄の適用期間の延長）
平成22年度 ２年間の延長（平成24年３月迄の適用期間の延長） 
平成 24 年度 ２年間の延長（平成 26 年３月迄の適用期間の延

長）、器具・備品及び工具の見直し（試験又は測
定機器、測定工具及び検査工具の追加） 
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平成 26 年度 ３年間の延長（平成 29 年３月迄の適用期間の延
長、上乗せ措置部分の即時償却及び税額控除の拡
充） 

平成 29 年度 上乗せ措置部分を改組・新設の上、２年間の延長
（平成 31 年３月迄の適用期間の延長） 
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